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Ａ．研究目的 
がん医療において、がん拠点病院等のがん治療

施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構築
が求められている。この課題の解決を目指し、本
研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアのネッ
トワークを構築し、関係者間の連携・調整を担う
人材として「地域緩和ケア連携調整員」を養成す
る研修プログラムの開発を目的とする。さらに、
これらの人材を支援していく中央機能のあり方に
ついても検討し、全国でがんの地域緩和ケアの提
供体制の整備を進めていく包括的な方策を提示し
ていくことを目指す。 
 
Ｂ．研究方法 
全国の各地域においてがん医療における地域

緩和ケアの提供体制の構築を目的に、医療福祉
関係者のネットワーキングを進め、地域連携会
議の開催や地域の課題の抽出と解決に向けた計
画立案などの実務を担う地域緩和ケア連携調整
員を養成する養成プログラムを開発し、そのプ
ログラムの有用性について検証を行う。研究班
として作成された人材育成のための養成プログ
ラムを厚生労働省及び関係者に提示し、研修の
実施を支援する。平成 29年度は、平成 28 年度
に実施した研修の評価から、より各地域の緩和

研究要旨 

がん医療において、がん拠点病院等のがん治療施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の
構築が求められている。この課題の解決を目指し、本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケ
アのネットワークを構築し、関係者間の連携・調整を担う人材として「地域緩和ケア連携調整
員」を養成する研修プログラムの開発を目的とする。さらに、これらの人材を支援していく中
央機能のあり方についても検討し、全国でがんの地域緩和ケアの提供体制の整備を進めていく
包括的な方策を提示していくことを目指す。 
平成 29 年度では、平成 28 年度に実施した研修プログラムの評価と再構成を行い、より地域
のがん緩和ケアのネットワークの取り組み状況に応じた研修内容の設定を行い、実施した。そ
れに基づく研修会の効果についての検証を行ない、その有用性を確認した。 
 



ケア連携体制構築の度合いに即したプログラム
開発を目指し、講義内容の検討、追加を行い、
研修内容の再構築を行った。研修内容の専門家
パネルにより養成プログラムの内容妥当性を検
討し、確定したプログラムに基づいて研修会を
実施した。そして、その実行可能性及び有用性
について検討した。 
また、平成 28年度の研修修了者を対象に、研

修受講後の活動状況についての調査を行った。 
 

Ｃ．研究結果 
平成 29 年度より、各地域の連携構築の進み具

合に即した研修となるようベーシックコースとア
ドバンスコースの研修プログラムを新たに開発し
た。開発した研修プログラムは、厚生労働省の委
託を受けた国立がん研究センターに提供され、国
立がん研究センターにおいて、本研修プログラム
に基づいた研修が合計 3回開催された。研修後ア
ンケートでは、研修の満足度は、受講者の 9割が
満足していた。研修の効果として、研修前後で比
較すると地域連携における自信が上がっており、
研修プログラムの実行可能性及び効果を確認し
た。また、受講生の研修満足度を前年度と比較す
ると、平成 28年度では 7割であったものが、平
成 29年度では 9割に達した。 

 
なお、厚生労働省の委託に基づいて開催された

国立がん研究センターでかい際された研修の概要
は以下の通りである。 

ベーシックコースとしては、がん診療連携拠点
病院の医療従事者を対象とし、平成 29年 9月 2
日・3日と 9月 30 日・10月 1 日の 2回開催し
た。アドバンスコースとしては、がん診療連携拠
点病院の医療従事者と地域の医療福祉従事者のチ
ームを対象とし、平成 30年 2月 17 日・18 日に開
催し、計 3回の研修会を開催した。 

参加者の総計は 289 名で、41都道府県からの参
加があった。参加病院の内訳は、県拠点 20か
所、地域拠点 59 か所、地域診療連携病院 8 か
所、地域 26 か所(非拠点病院 6か所・診療所 6か
所・訪看 ST4 か所・地域包括支援センター3か
所・医療・介護連携新センター3か所・医師会 1
か所、居宅介護支援センター2か所、役所 1か所)
であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1．参加者数 
H29 年度コ
ース 

参加人
数 

参加チー
ム数 

参加都道府
県数 

ベーシック
第１回
(BS1) 

96 名 35 チーム 23 都道府
県 

ベーシック
第２回
(BS2) 

101 名 40 チーム 26 都道府
県 

アドバンス
(AD) 

82 名 17 チーム 15 都道府
県 

計 289 名 92 チーム 41 都道府
県(重複含
まず) 

 
 表 2．職種別参加者数 
参加職種 BS１ BS2 AD 計 
医師 14 名 14 名 22 名 50 名 
看護師・
保健師 

48 名 49 名 37 名 134 名 

MSW・CM 31 名 35 名 22 名 88 名 
その他
(事務
/OT/薬剤
師) 

3 名 3 名 1 名 7 名 

 
Ｄ．考察 
地域におけるがん緩和ケアの連携体制が構築さ

れていくモデルとして、①顔の見える関係づく
り、②体制づくり、③地域づくりのプロセスを明
らかにした。これらの取り組みを進めていくため
に、地域緩和ケア連携調整員は地域全体で、がん
緩和ケアを提供できる基盤を作っていくための現
場の担い手としての役割が期待される。具体的に
は、地域のがん医療と緩和ケアに関する医療福祉
機関、職能団体等が円滑に連携できるよう、関係
者間を調整する活動を行う。地域の課題抽出のた
めの会議開催の準備、課題解決に向けた取り組み
の下書きの作成、年間計画案の作成、地域内で取
り決めたことの周知等を行うことなどが想定され
た。地域の状況に応じて、がん緩和ケアの地域連
携のネットワークの単位は柔軟に設定されるべき
であるが、モデルとしてネットワークの単位を 2
次医療圏を一つの単位として考えた場合、地域緩
和ケア連携調整員の候補者は、2次医療圏内のが
ん拠点病院の地域連携担当者が中心となりつつ、
医療介護総合確保推進法に基づく医療介護連携支
援センターの連携担当者も協働できるよう働きか
けていくことが重要であると考えられた。１つの
ネットワークの中に、がん拠点病院と地域の者で
構成される可能な範囲で複数名が地域緩和ケア連
携調整員の役割を担えることが望ましいこと、地
域緩和ケア連携調整員が活躍していくためには、



拠点病院の院長や医師会等の職能団体のバックア
ップが不可欠である。また、資格としては、地域
緩和ケアについて地域全体を俯瞰しながら活動し
ていくことが想定されているため、地域の緩和ケ
アの状況を把握している看護師や社会福祉士が望
ましいと考えられた。 

これらのことを踏まえて作成された研修プログ
ラムに基づいて実施された研修会では、全国から
多くの方から申し込みがあり、がん医療における
地域連携に対する関心の高さが伺えた。研修の実
行可能性や有用性については一定の効果を確認で
きたが、更なる改善が必要であるとして、各地域
の緩和ケア連携体制の構築に即した研修内容を検
討した。新たにベーシックコースとアドバンスコ
ースを設定し、実施した。受講者の研修満足度に
おいて、平成 28 年度の 7割から、平成 29 年度は
9 割に上がり、各地域の緩和ケア連携体制構築の
度合いに応じたコース設定により、満足度が上昇
したものと考察された。 

今後、より充実した研修になるようプログラム
の見直しを行いつつ、継続的に開催していくとと
もに、フォローアップ研修の企画や全国のがん医
療における地域連携が円滑に進むための支援とし
て、教育資材の開発や情報発信等を検討してい
く。 
 
Ｅ．結論 

「地域緩和ケア連携調整員」に期待される
役割と有するべき資質を明らかにし、それに
基づき、地域でがん緩和ケアのネットワーク
を構築していくことを目的とした「地域緩和
ケア連携調整員」を育成するための研修プロ
グラムの開発を行った。平成 29 年 9 月 2 日・
3 日と 9月 30 日・10 月 1日の 2回ベーシック
コースを、平成 30年 2月 17 日・18 日にアド
バンスコースを開催し、計 3回研修を開催
し、その実行可能性と有用性を確認した。 
 

 
Ｆ．健康危険情報  
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Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
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地域におけるがん緩和ケア提供体制のあり方についての研究 
 

研究分担者 森田達也 
聖隷三方原病院緩和支持治療科 副院長 

 
研究協力者 山谷佳子 

国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部 特任研究員 

Ａ．研究目的 
平成28年度に実施した地域緩和ケア連携調整

員養成プログラムの研修修了者を対象に、研修
受講後の活動状況についての調査を行い、開発
した養成プログラムを修了した者が、それぞれ
の地域で地域緩和ケア連携調整員として有用な
活動を行うことができたのかどうかを検証す
る。 
 
Ｂ．研究方法 
 平成28年度に実施した地域緩和ケア連携調整
員研修を受講した183名に、研修直前に行った
アンケートと同様の内容と、研修後に地域でど
のような活動を行ったのかを具体的に尋ねた調
査票を送り、郵送にて返答を得た。 
研修時に1年後アンケートの案内を行ってお

り、調査票の返送をもって同意とした。 
 
Ｃ．研究結果 
平成28年度地域緩和ケア連携調整員研修を受

講した183名に調査票を送り、回答があったの
は12４名であり回答率は67.7％であった。 
 
１．【顔の見える関係の評価】 

質問項目は、顔の見える関係力を図るた
め、森田ら(2012)の地域連携の評価尺度の因子
構造と、在宅医療介護従事者における顔の見え
る関係評価尺度(福井2014)を参考に、本研修用
に作成した。本質問紙を、研修の開始前(ｎ＝1
80)と、研修10か月後(ｎ＝124)に実施してい
る。以下は、5件法により、１：そう思わな

い、２：あまりそう思わない、３：少しそう思
う、４：そう思う、５：とてもそう思う、で評
価されている。 
 
他の施設の医療福祉従事者と気軽にやりとり
ができる 
1．患者を一緒にみている他の施設の関係者
に知りたいことを気軽に聞ける 
2．一緒にみている患者のことで連絡を取る
ときに、躊躇せずに連絡ができる 
3．一緒にみている患者のことで連絡のとり
やすい時間や方法が分かる 
地域の他の職種の役割が分かる 
4．がん患者に関わる職種（特に、訪問看護
師、ケアマネージャー、保険薬局薬剤師）の
一般的な役割がだいたい分かる 
5．がん患者に関わる、地域の他の職種の困
っていることがだいたい分かる 
6．がん患者に関わる、自分以外の地域の職
種の動き方が実感をもって分かる 
地域の関係者の名前と顔・考え方が分かる 
7．地域で在宅医療に関わっている人の、名
前と顔、考え方が分かる 
8．地域で在宅医療に関わっている施設の理
念や事情が分かる 
9．地域で在宅医療に関わっている人の性
格、付き合い方が分かる 
地域の多職種で会ったり話し合う機会がある 
10．がん患者に関わるいろんな多職種で直接
会って話す機会がある 

研究要旨 

本研究では、平成 28 年度に実施した地域緩和ケア連携調整員養成プログラムの研修修了者
を対象に、研修受講後の活動状況についての調査を行った。本研究の主要なエンドポイントと
して、開発した養成プログラムを修了した者が、それぞれの地域で地域緩和ケア連携調整員と
して有用な活動を行うことができたのかどうかを検証した。 

平成 28 年度地域緩和ケア連携調整員研修を受講した 183 名に調査票を送り、回答があった
のは 127 名で回答率は 69.7％であった。 



 

11．普段交流のない多職種で話し、新しい視
点や知り合いを得る機会がある 
12．がん緩和ケアの地域連携に関する、課題
や困っていることを共有し話し合う機会があ
る 
地域の相談できるネットワークがある 
13．がん患者に関わることで、気軽に相談で
きる人がいる 
14．がん患者に関わることで困ったことは、
誰に聞けばいいのかだいたい分かる 
15．がん患者に関わることで困った時には、
まず電話してみようと思う人がいる 
地域のリソースが具体的に分かる 
16．地域でがん患者を往診してくれる医師が
分かる 
17．地域でがん患者をよくみている訪問看護
ステーションが分かる 
18．地域でがん患者をよく見ているケアマネ
ージャーが分かる 
19．地域でがん患者の訪問服薬指導をよく行
っている薬局が分かる 
20．地域でがん患者が利用できる介護サービ
スが分かる 
21．がん患者が利用できる地域の医療資源や
サービスが分かる 
22．がん患者が利用できる地域の医療資源や
サービスについて、具体的に患者や家族に説
明できる 
退院前カンファレンスなど病院と地域との連
携がよい 
23．退院や入院の時に、相手がどんな情報を
必要としているかを考えて申し送りをした
り、情報提供を行ったりしている 
24．在宅に移行するがん患者については、退
院時にカンファレンスや情報共有をしっかり
行っている 
25．退院するがん患者では、急に容体が変わ
った時の対応や連絡先を決めている 

 
（図1）にあるように、地域連携の関係性の評
価は、研修直前の状況と研修から10か月後を比
較すると、研修の10か月後では改善の傾向がみ
られた。 
 
２．【連携における自信】 
1.地域の他の施設の医療福祉従事者と気軽に
やり取りができる 
2.地域の他の職種の役割を理解している自信
がある 
3.地域の関係者の名前と顔・考え方を理解し
ている自信がある 

4.地域の多職種で会ったり話し合う機会を持
っている自信がある 
5.がん患者に関わることで地域に相談できる
ネットワークができている自信がある 
6.地域のリソースを具体的に知っている自信
がある 
7.退院前カンファレンスなど病院と地域の連
絡体制がよくとれている自信がある 
8.緩和ケアに関する地域内の連携がよくとれ
ている自信がある 
9.終末期の患者に適切に関わる自信がある 
10.がん患者に適切に関わる自信がある 

 
（図2）にあるように、地域連携における自信
については、研修直前、研修直後、研修10か月
後の3点を比べると、全体的に研修直後には上
がり、10か月後には若干下がるものの、研修前
よりは自信が高い状態を保っていた。 
 
Ｄ．考察 
平成28年度の地域緩和ケア連携調整員研修修

了者が自地域に戻り、地域緩和ケア連携の視点
を持ち、行動することで地域連携体制が進展し
ていく傾向が確認できた。しかし、地域連携を
進めていくためには多大な労力と長い時間が必
要であり、今後も定期的なフォローが望まれ
る。 
 
Ｅ．結論 
平成28年度の地域緩和ケア連携調整員研修修

了者が自地域に戻った後も、地域緩和ケア連携
の視点が保たれており、地域連携体制の進展に
寄与している可能性が示唆された。 
 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
なし 



 

 
図 1．顔の見える連携の評価 

 
 
 
図 2．連携における自信の変化 
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Ａ．研究目的 
現在、がん緩和ケアは終末期に行われるもの

ではなく、がんと診断された早期から取り組む
べものとして位置づけられている。質の高い医
療が提供できるよう、がん緩和ケアに特化した
地域連携パスが病院や地域ごとに作成され、運
用し始められている。しかし、運用方法や運用
数といった現状は不明確な点が多いと言える。
本研究では、がん緩和ケアに関する地域連携パ
スの運用に関する現状を把握し、運用に関する
課題点を収集することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
 平成 28年度の地域におけるがん緩和ケア
を促進するツールと教育に関する研究の資料
をもとに、平成 28年 10 月の時点でウェブ上
のがん情報サービスに掲載されていた、がん
診療連携拠点病院、地域がん診療病院、およ
び特定領域がん診療連携拠点病院の計 435 施
設を対象に、各病院の指定要件からがん緩和
ケアに関する地域連携パスの項目を抽出し
た。抽出項目は、パスの有無、パスの名称、
パスを実際に運用した症例数、対象疾患、対
象となる状況等、全 8項目である。パスを有
している施設では、施設のホームページにて
パスの明記の有無や、具体的な使用方法等の
活動について収集した。 

 
Ｃ．研究結果 
  
がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院、お 
び特定領域がん診療連携拠点病院の計435施設 

のうち、86施設においてがん緩和ケアに関する 
地域連携パスの存在が明らかとなった。パスの
名称は統一されておらず施設によって様々だが、
多くの施設において「緩和」「地域連携」の名称
が含まれていた。 
 
パスの存在が認められた86施設において、パ

スを患者1人に適用した施設が7施設、パスを患
者2人に適用した施設が6施設、パスを患者3人に
適用した施設が2施設、パスを患者4人に適用し
た施設が3施設、パスを患者5人に適用した施設
が1施設、パスを患者6人に適用した施設が1施設、
パスを患者7人に適用したした施設が1施設、パ
スを患者8人に適用した施設が1施設、およびパ
スを患者9人に適用した施設が1施設であり、計2
3施設において実際に運用されていた。また、実
際に運用したことがある23施設において、パス
を施設のホームページで掲示し、パスの活用方
法を明記していた施設は3施設であった。それら
の3施設では、パスについての掲載内容が異なっ
ていることも明らかとなった。ある施設では患
者向けのパスの使用方法の説明であり、ある施
設ではパスの利用ができる連携施設の紹介、あ
る施設では施設の広報ページに院内の取り組み
として掲載されていた。 
 
がん緩和に関するケア地域連携パスの対象と

なる疾患は、各がんを対象としている施設が79
施設、肺がんのみを対象としている施設が3施設、
胃がんのみを対象地している施設が2施設、乳が
んのみを対象としている施設が1施設、および肝
臓がんのみを対象としている施設が1施設であ
った。 

研究要旨 

本研究では、がん緩和ケアに関する地域連携パスの運用状況を把握し、運用に関する課題点
を収集することを目的とした。平成 28年 10 月の時点でウェブ上のがん情報サービスに掲載さ
れていた計 435 施設を対象に、各病院の指定要件からがん緩和ケアに関する地域連携パスに関
する項目を抽出した。86 施設においてがん緩和ケアに関する地域連携パスが制定され、そのう
ち 23 施設においてはパスを実際に使用していることが明らかとなった。 
 



 

がん緩和に関するケア地域連携パスの対象と
なる状況は、主にがん疼痛や呼吸困難時、緩和移
行の段階において運用されるよう定められてい
た。 
 
Ｄ．考察 
 がん緩和ケアに関する地域連携パスにおいて、
パス自体は制定されてはいるものの、運用施設
や運用数は大変少ないことが明らかとなった。
パスの趣旨を周知させる活動においても施設に
よって偏りがうかがえた。またパスの運用や普
及を妨げる要因として、対象となる疾患の種類
が多いことや、パスの対象となる状況も一律で
はないこと等が抽出された。様々な内容や状況
に対応した調整や連携の重要性が示唆される。 
 
Ｅ．結論 
 がん緩和に関する地域連携パスの運用状況が
明らかとなり、運用に関する課題点が抽出され
た。本研究で得られた運用に関する現状を参考
に、パスの普及ががん緩和ケアの均てん化に繋
がることが期待される。円滑な運用を目標に、
施設による設備や環境といった違いを加味しな
がらパスの基礎を制定し、患者に合わせて細分
化していく必要があると考えられる。普及活動
においても、さらなる検討が必要である。 
 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1. 特許取得 
2. 実用新案登録 
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Ａ．研究目的 
日本は、高齢化率が2004年に世界一となり、

高齢多死社会の到来に向けた在宅医療体制の構
築が喫緊の課題である。 
在宅療養者を支えるためには、医療面だけで

なく生活や介護を捉える視点が不可欠であると
の認識が高まり、政府は、2012年を地域包括ケ
ア元年と謳い、医療と介護の連携がより一層重
要となることを提言している。そして、今後増
えていく終末期の人々を地域全体で支える地域
包括ケアシステムの構築を2025年をめどに推進
しようとしている。 
この一環として、政府は、医療と介護の連携を

推進する事業を実施しているが、その中で、多
職種連携の構築には地域間の差が大きく、終末
期患者を支える多職種連携の要素の抽出と普遍
化が必要であること、および連携の取り組みの
成果を評価していく必要があることが課題提示
された（厚労省HP：在宅医療・介護の推進につい
て）。 
多職種連携においては、とくに、ケアマネジャ

ーやヘルパーなどの介護職が、医療職である訪
問看護師に対して、遠慮や話づらさなど情報共
有に難しさを感じていることが指摘されている。 
そこで、本研究の目的は、介護職であるケアマ

ネジャーとヘルパーに向けて、訪問看護師との
情報共有を促進することを目指した地域緩和ケ
アにおける介護職と訪問看護師との連携のため
の研修会資料（以下、研修会資料）を開発するこ
ととした。 
 

Ｂ．研究方法 
1) 専門家パネルによる研修会資料（案）の作成 
参加者は、訪問看護経験のある研究者4名、終

末期ケアの研究者1名、介護支援専門員経験のあ

る研究者2名による専門家パネルを開催した。地
域緩和ケアの連携に関して、専門職の具体的な
行動や指針が書かれている文献（文献リスト①
～⑨）を参考に、研修会資料の目的や構成を決め、
研修会資料原案を作成した。 
 
2)インタビュー調査 
（１）研究参加者 
研究参加者は、現在、在宅ケアに従事している

ケアマネジャーとヘルパー（介護サービス提供
責任者）で、地域緩和ケアの経験がある人とした。
 居宅介護支援専門員3名（居宅介護歴：2年-15
年、通算介護職歴：13-15年）および介護サービ
ス責任者4名（サ責歴：2ｹ月-8年、通算介護職歴：
7-18年、2名不明）が研究参加者となった。 
（２）データ収集方法 
 ケアマネジャーとヘルパーの職種別に、グル
ープインタビューを1回120分行った。インタビ
ュー内容は、研修会資料（案）の妥当性と実施可
能性、訪問看護師、ケアマネジャー、ヘルパー間
での連携における課題や工夫であった。 
（３） データ分析 
インタビューの録音から逐語録を作成し、各

職種からみた地域緩和ケアのための連携のポイ
ントを抽出した。結果を反映し、研修会資料を完
成させた。 
 

Ｃ．研究結果 
１）研修会資料の目的 
研修会資料作成の目的は、介護職であるケア

マネジャーやヘルパーに向けて、在宅がん終末
期ケアにおける訪問看護師と介護職間での情報
共有のポイントを理解してもらうことを目的と
した。 

研究要旨 

今後、在宅看取りがますます増えていくことが予測される中、本研究では、地域緩和ケアの
実務的な主メンバーとなる介護職（ケアマネジャーとヘルパー）に焦点を当て、専門家パネル
とインタビュー調査を実施し、医療職と介護職とで地域緩和ケアを支えるための医療と介護の
連携を促進することを目指した、各地での介護職向けの研修会を医療職が開催する際に活用可
能な研修会資料を作成した。 



 

 
2）研修会資料（案）の妥当性と実施可能性 
ケアマネジャーとヘルパーの各インタビュー

において、研修会資料（案）の妥当性と実施可能
性が確認された。また、連携の課題として「介護
職への必要な情報の未伝達」、「状態が変化する
時期の予測的な情報の共有」、「介護支援専門員
からの情報発信の不安」があげられ、研修会資料
（案）にこれらの内容を追加し、完成させた。 
 
3）研修会資料 
研修会資料の構成は、在宅がん終末期利用者

の在宅看取りまでの段階を「ステップ①終末期
ケアチーム始動期」「ステップ②月単位の時期」
「ステップ③週単位の時期」「ステップ④看取り
期」の4ステップに分けて、「時期を見極める患
者の特徴」、「チームの達成目標」、「ケアマネ
ジャーとヘルパーが他職種と情報共有すべきこ
と」とし、各項目順に解説する資料を作成した。 
 本研修会資料については、国立がん研究セン
ターがん対策情報センターがん医療支援部のHP
に全文を掲載を行った。（https://www.ncc.go.
jp/jp/cis/divisions/sup/project/110/） 
 
Ｄ．考察 
地域緩和ケアにおいて、在宅で看取りまでの

長時間のケアを提供し、支える実務的な職種は
介護職となる。これは、病院とは異なる在宅ケア
の特徴と言える。そして、介護と医療の両方の視
点を持つ看護職（訪問看護師）が、医師と介護職
をつなぐ役割を果たすのが在宅ケアの実態とな
る。 
このような状況から、今後、在宅看取りがます

ます増えていくことが予測される中、本研究で
は、地域緩和ケアの実務的な主メンバーとなる
介護職（ケアマネジャーとヘルパー）に焦点を当
て、介護職と訪問看護師との地域緩和ケアを支
えるための医療と介護の連携を促進することを
目指した研修会資料を作成した。 
実際の在宅看取り場面では、最期を目前にし

た患者を支えるために、医療職と介護職の適切
な情報共有をタイムリーに行うことが不可欠と
なる。これを実現するためには、まず、介護職が、
看取りに向けて変化する患者の状況を理解する
ことが必要であることから、研修会資料には、
「A：時期を見極める患者の特徴」において具体
的な患者の状態を示した。 

そのうえで、情報共有の目的を理解するため
の「B：チームの達成目標」、他職種から得るべ
き情報と伝えるべき情報を理解するための「C：
ケアマネジャーとヘルパーが他職種と情報共有
すべきこと」を示した。 
本資料によって、介護職が、在宅看取りまでの

過程をイメージしながら、各時期で何をすべき
かを確認し実践で行動できるようになることが
期待される。 
 
Ｅ．結論 
地域緩和ケアを支えるための介護者向けの研

修会を各地で行う際に活用していただくことを
目指した本研修会資料は、地域緩和ケア利用者
が在宅看取りを迎えるまでの段階を「ステップ
①終末期ケアチーム始動期」「ステップ②予後が
月単位の時期」「ステップ③予後が週単位の時期」
「ステップ④看取り期」の4ステップに分けて、
「A：時期を見極める患者の特徴」、「B：チーム
の達成目標」、「C：ケアマネジャーとヘルパー
が他職種と情報共有すべきこと」を解説した。 
本資料は、介護職が、在宅看取りまでの過程を

イメージしながら、各時期を通して誰に何を伝
え、何を情報発信すべきかを理解し、実践で行動
できるためのものである。 
 

Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 
 

Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
  なし 

2.学会発表 
  なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 
 なし 
3. その他 
 なし

 
 
 



 

 
＜参考資料＞ 
国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部ホームページ記載文 
（https://www.ncc.go.jp/jp/cis/divisions/sup/project/110/index.html） 

 
地域緩和ケア推進を目的とした介護職に向けた教育資料の開発 

 
 「自宅で最期を迎えたい」というがん患者の意向を実現していくために、在宅療養中での
医療職と介護職の迅速な情報共有と、それぞれの専門性が発揮されるチームとしての連携が
重要です。しかし、ケアマネジャーやヘルパーなどの介護職は、医療職である在宅医や訪問
看護師に対して遠慮や話しづらさを感じており、情報共有に難しさを感じていることが指摘
されています。 
 
 そこで、介護職であるケアマネジャーやヘルパーを対象に、地域緩和ケアにおける訪問看
護師と介護職間での情報共有のポイントの理解を促進していくことを目的に本資料を作成い
たしました。本資料は、地域緩和ケアや在宅看取りにおいて重要な役割を担っている居宅介
護支援事業所等のケアマネジャーや訪問介護事業所のヘルパーの方々に向けた研修会を開催
するときなどに、ご活用いただくことを想定しております。 
 
【企画・作成】 
平成27～29年度厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 地域包括緩和ケア
プログラムを活用したがん医療における地域連携推進に関する研究（研究代表者 加藤雅志） 
「地域におけるがん緩和ケアに関する連携と教育に関する研究」（研究分担者 福井小紀子、
研究協力者 藤田 淳子） 
 
【資料の利用方法】 
 本資料は、地域で療養する者が在宅で看取りを迎えるまでの段階を「ステップ①終末期ケ
アチーム始動期」「ステップ②予後が月単位の時期」「ステップ③予後が週単位の時期」「ス
テップ④看取り期」の4ステップに分けて、「A：時期を見極めるうえでの患者の特徴」、「B：
チームの達成目標」、「C：ケアマネジャーとヘルパーが他職種と情報共有すべきこと」を解
説していく内容になっています。 
 
 適切な情報共有のためには、介護職が、看取りに向けて変化する患者の状況を理解するこ
とがまず必要です。そのため、「A：時期を見極めるうえでの患者の特徴」では具体的な患者
の状態を示すようにしています。そして、情報共有の目的を理解するための「B：チームの達
成目標」、他職種から得るべき情報と伝えるべき情報を理解するための「C：ケアマネジャー
とヘルパーが他職種と情報共有すべきこと」と続くように構成されています。 
 
 本資料によって教育を受けた介護職が、在宅看取りまでの過程をイメージしながら、各時
期において誰に何を伝え、何を情報共有していくべきかを理解し、実践的な行動ができるよ
うになることを期待しております。 
 
 
 
 

 
 



 
厚生労働科学研究費補助金(がん対策推進総合研究事業) 

 分担研究報告書 
 

地域におけるがん緩和ケアをコーディネートする人材のあり方に関する研究 
 

研究分担者 山岸暁美  
慶應義塾大学 医学部 衛生学公衆衛生学教室 講師（非常勤） 

 
研究協力者 山谷佳子 

国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部 特任研究員 
 

 
Ａ．研究目的 
がん医療において、がん拠点病院等のがん治

療施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の
構築が求められている。この課題の解決を目指
し、本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケア
のネットワークを構築し、関係者間の連携・調整
を担う人材として「地域緩和ケア連携調整員」を
養成する研修プログラム開発を行い、実施した。
研修プログラムの妥当性と修正の必要性、また
実際の受講生がそれぞれの地域で有用な活動を
行うことができたのか検証するために、H2８年
度に実施した地域緩和ケア連携調整員養成プロ
グラムの研修修了者を対象に、研修受講後の活
動状況についての調査を行った。 
 
Ｂ．研究方法 

H2８年度に実施した地域緩和ケア連携調整員
養成プログラムの研修修了者183名に個人用の
調査票を送付した。また、参加チーム60チームの
代表者にチームで取り組んだ内容について回答
を求めた。得られた回答から、実際の活動内容や
現在抱える課題を質的に分析を行った。 
 
Ｃ．研究結果 

平成28年度地域緩和ケア連携調整員を受講し
た60チーム、183名にチーム分と各個人宛にアン
ケートを送り、回答があったのは43チーム、127名
であった。 

 
１．実際の活動内容 

地域におけるがん緩和ケアの連携体制が構築
されていくモデルとして、①顔の見える関係づ
くり、②体制づくり、③地域づくりを提示し、こ
の3点に沿って研修プログラムを構築している。
以下3点に沿って活動の例をあげる。 
 

【顔の見える関係づくり】 
(1)地域の関係機関(医療福祉機関や患者の転院
先)への訪問 
(2)地域の既存の集まり(会議、研修、交流会、ネ
ットワーク)に参加する 
(3)集まりの積極的な開催(退院前やデスカンフ
ァレンス、会議、交流会など) 
(4)既存の集まりの見直しと工夫(内容や運営、広
報の工夫、合同開催、規模の拡大など) 
(5)既存のシステムやネットワークの継続 
(6)地域医療従事者のニーズ把握(集まりでのア
ンケートや意見交換など) 
 
【体制づくり】 
(1)新たな組織の立ち上げ(例：地域緩和ケア連携
検討会、地域緩和ケア連絡協議会、地域緩和ケ
ア連携調整委員会) 
(2)実務者が一堂に会し、地域緩和ケアについて
話し合う場の設定(2チャンネル会議) 
(3)責任者レベルの会議を設定(2チャンネル会
議) 
 
【地域づくり】 
(1)一般市民への啓もう、教育(例：講演会、市民
公開講座、出張がん相談、出前講座、リーフレッ

研究要旨 

本研究では、H2８年度に実施した地域緩和ケア連携調整員養成プログラムの研修修了者を対
象に、研修受講後の活動状況についての調査を行った。本研究の主要なエンドポイントとし
て、開発した養成プログラムを修了した者が、それぞれの地域で地域緩和ケア連携調整員とし
て有用な活動を行うことができたのかどうかを質的に検証した。平成 28年度地域緩和ケア連
携調整員を受講した 60チーム、183 名にチーム分と各個人宛にアンケートを送り、回答があっ
たのは 43チーム、127 名であった。 



トやチラシ配布、がんサロン開始) 
(2)医療福祉従事者への啓もう、教育(事例検討会、
既存の研修内容の見直し、研修対象の工夫など) 
(3)システム作りやシステム構築のためのワーキ
ンググループの立ち上げ(例：二人主治医制、コ
ンサルテーション体制、バックベット体制、病
薬連携システム、看護師の相互訪問研修体制な
ど) 
(4)ツールづくり、ツールづくりのためのワーキ
ンググループの立ち上げ(例：退院までのj準備ガ
イドブック、在宅医療資源マップ、在宅医療・介
護連携ガイド、在宅緩和ケアガイド、退院調整
ルール作成ワーキンググループ、在宅緩和ケア
地域連携パスワーキンググループなど) 
(5)既存のツールの見直し、修正(退院調整におけ
る院内マニュアルの整備、退院時看護サマリの
見直し、在宅資源マップの充実など) 
(6)既存のネットワークの見直し、拡大(ネットワ
ーク参加施設の調査や課題の抽出など) 
 
【その他：院内連携】 
(1)院内連携の見直し、強化 
・院内システムの見直し、構築(加算の見直しや
マニュアルの作成、退院支援システムの構築、
がん看護外来や相談部門の院内周知) 
・合同ミーティング、情報共有 
・退院支援部門の強化 
(2)院内ツールの見直し、作成 
・スクリーニングシートや診療申込書の様式変
更 
・院内研修の見直し(看護師のラダー見直し、多
職種参加の研修など) 
・パスの使用を試みる(緩和ケアパスなど) 
 
２．実際に活動の中で現れた課題 
実際に活動に取り組む中で様々な課題が報告さ
れた。 
(1)院外(地域)連携の前に院内連携 
地域連携に取り組もうとする中で、改めて院内
連携の大切さや連携の不十分さを感じたといっ
た意見が聞かれた。まずは院内連携の強化に取
り組んだという施設もあった。 
(2)行政の巻き込み方 
地域で活動するには病院単独の行動では難しく、
中立な立場の行政を巻き込みたいという意見が
複数きかれた。 
(3)2人主治医制、かかりつけ医選定 
かかりつけ医を選定しても対応が難しく、結局
は病院に戻ってきてしまうことが多いといった
意見や、在宅医療を担う開業医が少なく一部の
開業医の負担が大きくなっているという課題が
あがった。 
(4)カンファレンスや会議、勉強会の参加者の固

定 
参加者や参加施設が決まっており、特に医師の
参加が少なく(病院医師、開業医)、広報や運営の
工夫で参加者を拡大していく必要があると課題
にあがっていた。 
(5)予算と人手不足 
業務が忙しく余力がない中でどう活動していく
かという現在の業務との折り合いの難しさがあ
がった。 
 以上の課題を踏まえ、今後の方向性としてあ
げられていたのは、在宅医療の資源はすぐに増
えるわけではないため、今ある資源で対応でき
る仕組みづくりをしていく、連携の成功例をは
発表していく場(評価)作りが必要であるとの意
見や、地域ではすでに医療・介護連携の中で様々
な取り組みがなされているため、その中の課題
の一つにがんの地域緩和ケア連携を組み込んで
いけばよいのではないか、という意見があった。
また、地域をまとめるのは難しく、行政にマネ
ージメントをしてほしいという意見や、地域緩
和ケア連携調整員について拠点病院として取り
組むことを義務付けられているのか、またどの
部署が取り組めばいいのか位置づけが難しいと
いう意見があがった。 

 
Ｄ．考察 
地域に応じた活動していく中で、新たな課題

が生じることもあり、地域連携に関する新たな
活動を開始するまでに至らない地域などもあり
状況は様々であった。これらはそれぞれの地域
の特性やこれまでの地域緩和ケア連携体制の構
築状況の差によるものだと考えられた。したが
って、本研修のプログラムも各地域の事情にあ
わせて柔軟に対応することが望ましいと考えら
れた。 

 
Ｅ．結論 
平成28年度の研修では、地域からの医療従事

者の参加を必須としなかったため、拠点病院の
医療従事者のみのチームを多数あった。そのた
め、各参加チームの地域連携構築の進捗状況は
多様であった。地域連携を始める前に院内連携
から着手しなければならない地域と地域連携が
ある程度進んでいる地域では、連携における課
題や実施した内容も異なっていた。本調査から
得られた内容をもとに、研修プログラムの修正
を図ることが必要であり、それぞれの地域の地
域緩和ケア連携体制の構築状況に応じたコース
設定や実際の活動を報告する場としてのフォロ
ーアップ研修が必要であると考えられた。 

 
 
 
 



 
Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
なし 
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 分担研究報告書 
 

地域におけるがん緩和ケアをコーディネートする人材の育成と支援に関する研究 
 

研究分担者 吉田沙蘭  
東北大学大学院教育学研究科 人間発達臨床科学講座 臨床心理学分野 准教授 

 
研究協力者 山谷佳子  

国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援部 特任研究員 
 

 
Ａ．研究目的 
がんの終末期における地域緩和ケア連携の体

制づくりを担う、地域緩和ケア連携調整員が設置
されることが決定した。平成28年度より、その育
成が開始することが決まり、地域緩和ケア連携調
整員に期待される資質および知識、技能等を整理
することが求められている。本研究では、地域緩
和ケア連携調整員の育成を目的とした教育研修
プログラムを開発する。 
 
Ｂ．研究方法 
前年度に施行した研修プログラムの評価から、

より各地域の緩和ケア連携体制構築の度合いに
即したプログラム開発を目指し、講義内容の検討、
追加を行い、研修内容の再構築を行ない、研修プ
ロラムを作成する。 
 

Ｃ．研究結果 
各地域の緩和ケア連携体制の構築の進捗状況

から、ベーシックコース（BS）とアドバンスコー
ス（AD）を選択し、受講できるよう新たな研修プ
ログラムを開発した。 
以下、各研修コースのプログラムを示す。 

 
【ベーシックコース（BS）】 
目的： 
地域緩和ケア連携体制を構築していきたいが、何
から始めればいいのか分からないというがん診
療連携拠点病院の医療従事者の方々に、地域の医
療福祉機関等との関係づくりにおける留意点や
工夫などを院内連携、院外連携両方の視点から学
び、講義やグループワークから地域を俯瞰する視
点を得、地域との関係づくりの具体的なイメージ

を持ち、連携構築の計画を立てることを目的とす
る。 
 
研修対象者： 
これから地域緩和ケア連携に取り組むがん診療
連携拠点病院等で、地域との後方連携体制を構築
していく上で、院内で中心的役割を担う以下の者
を含む複数名からなるチームを対象とする。 
①がん診療連携拠点病院等で地域連携(後方連
携)の業務に従事している者 
  (看護師や医療ソーシャルワーカー等。複数可) 
②がん診療連携拠点病院等で地域連携(後方連
携)の業務を行う部門の責任者 
  (副院長、センター長、部長、室長等。または現
場責任者でも可) 
   ※参加者は、原則①と②を含む2名以上 
 
プログラム： 

講義 
１．本研修の趣旨説明－地域緩和ケア連携調整
員研修の背景－ 
２．アドバンス・ケア・プランニング－いのち
の終わりについて話し合いを始める－ 
３．OPTIMプロジェクト 
４．がん医療・緩和ケアの目指すべき方向性－
地域包括ケアや医療介護連携が重視される制
度的背景－ 
５．拠点病院側が地域連携を進めるためのポ
イント－拠点病院が地域包括ケアを進めてい
くための視点－ 
６．在宅医療の実際と病院に求める地域連携 
７．院外連携の実際－連携推進に向けて病院と

研究要旨 

本研究で得られた知見に基づき、地域緩和ケア連携調整員の育成を目的とした教育研修プロ
グラムを開発し実施した。平成29年度は、平成28年度に実施した研修の評価から、より各地域の
緩和ケア連携体制構築の度合いに即したプログラム開発を目指し、講義内容の検討、追加を行い、
研修内容の再構築を行った。研修内容の専門家パネルにより養成プログラムの内容妥当性を検討
し、確定したプログラムに基づいて研修会を実施した。再構築した研修プログラムの実行可能性
及び有用性について検討した。 



在宅に期待される役割－ 
８．院内連携の実際－看護師の立場から— 
９．医療ソーシャルワーカーからみた院内連携 
10．遺族の声から学ぶ在宅移行時のコミュニケ
ーションのあり方 
11．地域緩和ケア連携調整員の役割－取り組み
の進め方－ 
12．「緩和ケアの充実に向けた泉州地域連携検
討会」について  
13．全国の事例紹介－地域緩和ケア連携の事例
や成果物－ 

演習 
グループワークⅠ：院外連携についてのディ
スカッション 
グループワークⅡ：院内連携についてのディ
スカッション 
グループワークⅢ：同職種での意見交換会 
グループワークⅣ：申込単位でのグループ作業
(行動計画書の作成) 

 
研修参加者(職種)： 
第1回目、第2回目合わせて197名、74か所の病院か
らの参加者があった。 
職種別では、医師28名、看護師・保健師97名、MS
W66名、その他6名(事務職・OT) 
 
参加施設： 
都道府県拠点病院15か所、地域拠点病院50か所、
地域診療連携病院8か所、その他1か所 
 
参加地域： 
39都道府県 
 
プログラム評価： 
第一回目と第二回目の研修事後アンケートによ
る研修の満足度では、受講者の96％は満足してい
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 

研修の効果については、研修前後で比較すると地
域連携における自信が上がっていた。 

 
研修の感想： 
ベーシックコース受講後アンケートの自由記述
からは、地域緩和ケア連携調整員の必要性や役割
が分かった、講義内容がとても充実していたとい

地域連携における自信 研修前 
平均 

研修後 
平均 

地域の他の施設の医療福祉
従事者と気軽にやりとりが
できる自信がある 

3.04 3.41 

地域の他の職種の役割を理
解している自信がある 

2.85 3.20 

地域の関係者の名前と顔・
考え方を理解している自信
がある 

2.54 2.86 

地域の多職種で会ったり話
し合う機会を持っている自
信がある 

2.61 2.94 

がん患者に関わることで、
地域に相談できるネットワ
ークができている自信があ
る 

2.48 2.78 

地域リソースを具体的に知
っている自信がある 

2.53 2.79 

退院前カンファレンスなど
病院と地域の連絡体制がよ
くとれている自信がある 

3.03 3.18 

緩和ケアに関する地域内の
連携がよくとれている自信
がある 

2.75 2.79 

がん患者に適切に関わる自
信がある 

3.08 3.30 

終末期の患者に適切に関わ
る自信がある 

3.03 3.25 

満足
43%

まあ満足
53%

あまり満足
していない

2%
不満足

0%

無回答
2%

H29年度BSコース(2回の総計)

満足 まあ満足 あまり満足していない 不満足 無回答

n=197



った意見や、他の施設の取り組みが分かり参考に
なった、今後の地域連携に向けて話し合うことが
できて良かったといった意見が聞かれた。また、
グループワークやポスターセッションでは、他の
地域の人たちと話し合えて有意義だった、また、
自施設の良い点・不足している点を整理できた、
同職種間のグループワークでは、エンパワメント
されたという意見が多かった。チームで参加し学
ぶことに意味があり、院内の顔の見える関係を深
める場になったという意見があった。一方で、時
間がタイトだった、一つ一つの講義にもう少し時
間をかけてほしかったという意見も聞かれた。 
 
【アドバンスコース（AD）】 
目的： 
ある程度の地域緩和ケア連携は構築できている
が、その連携の中で何かしらの課題を抱えている
地域の方々が地域の医療福祉従事者とともに参
加し、他の地域と情報交換を行い、事例を聞き、
話し合いを持つことで、課題解決のヒントを得る
こと目的とする。がん診療連携拠点病院の職員だ
けではなく、地域の医療機関の医療従事者やケア
マネージャーなどの福祉関係者を含めたチーム
での参加を必須とする。 
 
研修対象： 
ある程度の地域連携は進んでいるが課題を抱え
ているがん診療連携拠点病院等で、地域との後方
連携体制を構築していく上で、院内で中心的役割
を担う以下の者、及び地域の医療福祉従事者を含
む複数名からなるチームを対象とする。 
①がん診療連携拠点病院等で地域連携(後方連
携)の業務に従事している者 
  (看護師や医療ソーシャルワーカー等。複数可) 
②がん診療連携拠点病院等で地域連携(後方連
携)の業務を行う部門の責任者 
  (副院長、センター長、部長、室長等。) 
③上記がん診療連携拠点病院と連携を行ってい
る地域の医療福祉従事者 
  (病院、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーシ
ョン、役所、地域包括支援センター、居宅介護支
援事業所等。複数可) 
   ※参加者は、原則①、②、③を含む３名以上 
 
プログラム： 

講義 
１．本研修の趣旨説明－地域緩和ケア連携調整
員研修の背景－ 
２．アドバンス・ケア・プランニング－いのち
の終わりについて話し合いを始める－ 
３．遺族の声から学ぶ在宅療養移行時に関する
エビデンスとコミュニケーションのあり方 
４．がん医療を担う病院と地域との連携の実際 
５．全参加チームによる地域連携に関する取り
組み紹介 
６．OPTIMプロジェクトの知見に学ぶ 
７．がん医療・緩和ケアの目指すべき方向性－
地域包括ケアや医療介護連携が重視される制
度的背景－ 
８．地域緩和ケア連携調整員の役割－地域での 

取り組みの進め方と地域緩和ケア連携調整員
の活動内容－ 
９．「緩和ケアの充実に向けた泉州地域連携検
討会」について  
10．全国の事例紹介 

演習 
グループワークⅠ：チーム内での地域の課題
を話し合い、共有  
グループワークⅡ：同職種での意見交換会 

グループワークⅢ：課題解決へ向けた話し合い 
①所属施設の機能別グループ 
②地域別グループ 

グループワークⅣ：申込単位でのグループ作業
(行動計画書の作成) 

 
研修参加者(職種)： 
参加者82名、17チームの参加があった。 
職種別では、医師22名、看護師・保健師37名、MS
W・CM22名、その他(薬剤師)1名 
 
参加施設： 
都道府県拠点病院7か所、地域拠点病院10か所、地
域の施設25か所 
 
参加地域：15都道府県 
 
プログラム評価： 
研修事後アンケートによる研修の満足度では、受
講者の98％は満足していた。 
 

 
 
研修の効果については、研修前後で比較すると
地域連携における自信が上がっていた。 

満足
56%

まあ満足
42%

あまり満足
していない

2%

不満足
0%

無回答
0%

H29年度ADコース

満足 まあ満足 あまり満足していない 不満足 無回答

n=82



 
研修の感想： 
アドバンスコース受講後アンケートの自由記述
からは、「拠点病院と関係機関のチームで受講す
る研修は非常に重要で有効だった」といった意見
や「顔の見える関係をさらに深められた良い機会
だった」、「ACPの必要性について再認識した」、
といった意見が聞かれた。一方で、2日間では厳し
いプログラムである、グループワークを増やして
ほしいなどの意見や、行政や医師会への働きかけ
や一緒に参加できる仕掛けが必要であるとの意
見が聞かれた。また、地域からの参加者の意見と
しては、がんはあくまで地域で生活される方の一
側面であるという考え方や、拠点病院が地域へ出
て、既に動いている「在宅医療・介護連携推進事
業」を利用する(のせる)方が現実的であり、その
中で、がんの在宅緩和ケアを地域の課題の一つと
して共有していくと良いのではないかという意
見があった。 
 
 
 
 

 
Ｄ．考察 
プログラム開発にあたっては、平成27年度実施

した面接調査の結果および研究者間でのディス
カッションを元にプログラム案を作成し、平成28
年度では開発したプログラムについてより詳細
な検討を行い国立がん研究センターに提供した。
本研究プログラムに基づいた研修が2回施行され、
参加者や講師の方々より一定の評価を得た。本年
度の平成29年度では、各地域の緩和ケア連携体制
の構築状況に応じた研修となるように研修プロ
グラム内容の再検討を行ない、ベーシックコース
とアドバンスコースという新しい研修プログラ
ムを開発した。 
研修後アンケートでは、研修の満足度は、受講

者の9割が満足していた。研修の効果として、研修
前後で比較すると地域連携における自信が上が
っており、研修プログラムの実行可能性及び効果
を確認した。また、受講生の研修満足度を前年度
と比較すると、平成28年度では7割であったもの
が、平成29年度では9割に達していた。各地域の緩
和ケア連携体制の構築の進捗状況に応じた研修
プログラムを開発したことにより、満足度が上昇
したものと考察された。 
 
Ｅ．結論 
地域緩和ケア連携調整員の育成に向けた効果

的な研修プログラムの開発が進んだ。今後も、地
域緩和ケア連携調整員が、期待される役割につい
て学び、それぞれのネットワークの現状を把握し、
課題を整理したうえで、ネットワークの中での組
織作りと課題解決の方法について検討すること
ができる効果的な育成方法の検討を継続してい
くことが望まれる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
特記すべきことなし 
 

Ｇ．研究発表 
 １.論文発表 
  なし 
 ２.学会発表 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 １.特許取得 
  なし 
 ２.実用新案登録 
  なし 
 ３.その他 
  なし 
 

地域連携における自信 研修前 
平均 

研修後 
平均 

地域の他の施設の医療福祉
従事者と気軽にやりとりが
できる自信がある 

 3.35 3.47 

地域の他の職種の役割を理
解している自信がある 

3.06 3.37 

地域の関係者の名前と顔・
考え方を理解している自信
がある 

2.93 3.14 

地域の多職種で会ったり話
し合う機会を持っている自
信がある 

3.16 3.40 

がん患者に関わることで、
地域に相談できるネットワ
ークができている自信があ
る 

3.07 3.16 

地域リソースを具体的に知
っている自信がある 

2.97 3.09 

退院前カンファレンスなど
病院と地域の連絡体制がよ
くとれている自信がある 

3.29 3.52 

緩和ケアに関する地域内の
連携がよくとれている自信
がある 

3.17 3.20 

がん患者に適切に関わる自
信がある 

3.41 3.56 

終末期の患者に適切に関わ
る自信がある 

3.40 3.53 
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緩和ケア 27(1) 53-57 2017. 

森田達也. 落としてはいけないKey article第14回メサドン

は神経障害性疼痛に初回治療として経皮フェンタ

ニルよりも有効らしい. 

緩和ケア 27(2) 125-129 2017. 

五十嵐尚子, 青山真帆, 佐

藤一樹, 森田達也, 木澤義

之, 恒藤暁, 志真泰夫, 宮

下光令. 

遺族によるホスピス・緩和ケアの質の評価に関す

る多施設遺族調査における結果のフィードバック

の活用状況. 

Palliat Care R

es 

12(1) 131-139 2017. 

日下部明彦, 野里洵子, 平

野和恵, 齋藤直裕, 池永恵

子, 櫁柑富貴子, 結束貴
臣, 松浦哲也, 吉見明香, 

内藤明美, 沖田将人, 稲森

正彦, 山本裕司, 森田達

也. 

「地域の多職種でつくった死亡診断時の医師の立

ち居振る舞いについてのガイドブック」の医学教

育に用いた報告 

Palliat Care R

es 

12(1) 906-910, 2017. 

森田達也. 落としてはいけないKey article第15回終末期せ

ん妄に抗精神病薬は無効で、生命予後も短くす

る？. 

緩和ケア 27(3) 196-202 2017. 

小田切拓也, 森田達也, 伊

藤浩明, 山田祐司, 橋本

淳, 関本剛, 馬場美華, 成

元勝広, 鈴木友宜, 辻村恭

江. 

ホスピス・緩和ケア病棟から存命退院した患者の

退院後の療養場所と死亡確認場所に関する全国調

査. 

癌の臨床 63(2) 159-165 2017. 

青山真帆, 斎藤愛, 菅井真

理, 森田達也, 木澤義之, 

恒藤暁, 志真泰夫, 宮下光
令. 

宗教的背景のある施設において患者の望ましい死

の達成度が高い理由―全国のホスピス・緩和ケア

病棟127施設の遺族調査の結果から―. 

Palliat Care R

es 

12(2) 211-220 2017. 

森田達也. 落としてはいけないKey article第16回死前喘鳴

の薬物療法を考える. 

緩和ケア 27(4) 270-275 2017. 

佐久間由美, 森田達也. 外来緩和ケアのマネジメントのコツ①「緩和ケア

外来」というより、「外来の緩和ケアチーム」. 

緩和ケア 27(5) 306-313 2017. 

森田達也. 落としてはいけないKey article第17回モルヒネ

はがんの進行を促進するが、メチルナルトレキソ

ンは抑制する？. 

緩和ケア 27(5) 344-347 2017. 

児玉麻衣子, 小林美貴, 片

山寛次, 田辺公一, 森田達

也. 

Good Death Scale (GDS) 日本語版訳の作成と言

語的妥当性の検討. 

Palliat Care R

es 

12(4) 311-316 2017. 



鈴木梢, 森田達也, 田中桂

子, 鄭陽, 東有佳里, 五十

嵐尚子, 志真泰夫, 宮下光

令. 

緩和ケア病棟で亡くなったがん患者における補完

代替医療の使用実態と家族の体験. 

Palliat Care R

es 

12(4) 731-738 2017. 

塩﨑麻里子, 三條真紀子, 

吉田沙蘭, 平井啓, 宮下光

令, 森田達也, 恒藤暁, 志

真泰夫. 

がん患者遺族の終末期における治療中止の意思決

定に対する後悔と心理的対処：家族は治療中止の

何に、どのような理由で後悔しているのか？ 

Palliat Care R

es 

12(4) 753-760 2017. 

山口崇, 森田達也（企画担

当）. 

呼吸困難～エビデンスはそうだけど、実際はこれ

もいいよね. 特集にあたって. 

緩和ケア 27(6) 376 2017. 

森田達也, 小山田隼佑. 落としてはいけないKey article第18回非劣性試

験って何？粘膜吸収性フェンタニルvs. モルヒネ

皮下注射. 

緩和ケア 27(6) 424-428 2017. 

伊藤怜子, 清水恵, 内藤明

美, 佐藤一樹, 藤澤大介, 

恒藤暁, 森田達也, 宮下光

令. 

Memorial Symptom Assessment Scale (MSAS)を使

用した日本における一般市民を対象とした身体症

状・精神症状の有症率と強度、苦痛の程度の現

状. 

Palliat Care R

es 

12(4) 761-770 2017. 

五十嵐尚子,木澤義之他 遺族によるホスピス・緩和ケアの質の評価に関す
る多施設遺族調査における結果のフィードバック

の活用状況 

Palliative 

Care Research 
12巻1号 131-139 2017 

木澤義之,坂下明大他 緩和ケアとエンド・オブ・ライフ（終末期ケア） 肺癌 57巻 720-722 2017 

青山真帆,木澤義之他 
宗教的背景のある施設において患者の望ましい 
死の達成度が高い理由─全国のホスピス・緩和
ケア病棟127 施設の遺族調査の結果から─ 

Palliative 

Care Research 
12巻2号 211-220 2017 

木澤義之,長岡広香 

 
早期緩和ケア介入の意義とアドバンス・ケア・プ

ランニングの実践ポイント 

薬局 68巻8号 2786-2791 2017 

木澤義之,山本亮 

 

緩和ケア研修会 PEACE プロジェクトの成果と展
望 

 

癌と化学療法 44巻7号 541-544 2017 

木澤義之 意思決定支援 日本医師会雑
誌 

 

146巻5号 965 2017 

木澤義之 【心疾患・COPD・神経疾患の緩和ケア がんと
何が同じで、どこがちがうか】わが国の政策と
診療報酬の動向 

緩和ケア 27巻6月増刊 8-11 2017 

岸野 恵,木澤義之他 がん患者が答えやすい痛みの尺度 鎮痛水準測
定法開発のための予備調査 ペインクリニッ

ク 

38巻1号 93-98 2017 

長岡広香,木澤義之他 がん診療連携拠点病院のソーシャルワーカー・
退院調整看護師から見た緩和ケア病棟転院の障
壁 

Palliative 

Care Research 
12巻4号 789-799 2017 



 

川越正平 「患者の人生に寄り添い、病院と地域をつなぐ医

師」 

日本内科学会雑

誌 

第106巻 第9

号 

p2054ｰ2057 2017 

川越正平 「進行がん患者を看取りまで支える在宅医療」 日本外科学会雑

誌 

第118巻 第5

号 

p551ｰ555 2017 

川越正平 「在宅医療の現状と課題」 日本内科学会雑

誌 

第103巻 第12

号 

p3106ｰ3117 2017 

川越正平 「腫瘍内科医とかかりつけ医が伴走する二人主治

医制」 

Cancer Board S

quare 

Vol.3 no.3   2017 

田中結美、福井小紀子． 診断から看取りまで(第6回)事例から学ぶ全人的

かかわり(1)進行がんと診断を受けた患者におけ

る積極的治療の選択時期から始まる看取りまでを

見据えた意思決定支援． 

がん看護． 23(1) 69-72 2018 

石川孝子，福井小紀子，岡

本有子． 

訪問看護師による終末期がん患者へのアドバンス

ケアプランニングと希望死亡場所での死亡の実現

との関連． 

日本看護科学学

会誌． 

37 123-131 2017 

梅田亜矢、福井小紀子． 進行がん患者における意思決定支援とコミュニケ

ーション～診断から看取りまで～【5】：高度看

護実践のスキルから学ぶ実践例：コンサルテーシ

ョンの理論と実践への活用． 

がん看護 22巻7号 719-725 2017 

浅海くるみ、福井小紀子． 進行がん患者における意思決定支援とコミュニケ

ーション～診断から看取りまで～【4】：看護師
に求められる多職種連携・看看連携を促進するか

かわり：高度看護実践のスキルから学ぶ実践例. 

がん看護 22巻6号 639-644 2017 

岡本有子、福井小紀子． 進行がん患者における意思決定支援とコミュニケ

ーション～診断から看取りまで～【3】：看護師

に求められる診断から看取りまで全体プロセスを

見通したかかわり：高度看護実践のスキルから学

ぶ実践例． 

がん看護 22巻5号 527-531 2017 

福井小紀子． 意思決定支援をすすめるためのコミュニケーショ

ンスキル． 

がん看護 22(4) 439-445 2017 

福井小紀子． 看護師国試新出題基準：その意図と現場の対応⑪

在宅看護論～改定委員の立場から～ 

看護展望． 7増刊号 96-98. 2017 


